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九州の北西端に位置する長崎県は，気候変動の影響によって東シナ海の海水面温度上昇の影響を強く受

けることから，その他の地域に比べて，局地的な豪雨が起こりやすい可能性が高い．このため，気候変動

を踏まえた治水計画の検討を行うにあたり必要となる「降雨量変化倍率」について，長崎県域に着目した

検証を試みた．検証に際しては，国土交通省の検討で用いられた降雨データを適用するとともに，国土交

通省での検討内容を踏まえた長崎県の時空間スケールを勘案した検討条件を設定した．その結果，気温

2℃上昇相当において 1.16 倍と国土交通省の検討結果（九州北西部 1.14 倍）よりもわずかに大きい値とな

った．一方，気温 4℃上昇相当において 1.32 倍と国土交通省の検討結果（九州北西部 1.36 倍）よりもわず

かに小さい結果となった． 
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1. はじめに 

 

IPCC（国連気候変動に関する政府間パネル）のレポ

ートに基づけば「気候システムの温暖化には疑う余地は

ない」とされる中１），我が国においても，平成 30 年 7

月豪雨，令和元年東日本台風，令和 2年 7月豪雨等の実

際の豪雨現象でも気候変動の影響が顕在化してきている． 

そうした中，国土交通省では,近年激甚化する水災害

に対応するために,気候変動による外力増大を考慮した

治水計画の見直しに着手している．すなわち，平成 30

年 4月に気候変動を踏まえた治水計画に係る技術検討会

を設置し，令和元年 10 月に『気候変動を踏まえた治水

計画のあり方』２）が，および令和 3年 4月には同【改訂

版】３）が，気候変動を踏まえた治水計画に係る技術検

討会より提言された（以下，「提言」と呼ぶ．）． 

この中で，治水計画の見直しについては，「パリ協定

の目標と整合する RCP2.6（気温が 2℃上昇に相当）を前

提に，治水計画の目標流量に反映させ，整備メニューを

充実するとともに，将来，更なる温度上昇に伴って降雨

量が増加する可能性があることを考慮すること」とされ

ている３）． 

また，「提言」（令和 3年 4月改訂）に基づき，河川

砂防技術基準【計画編_基本計画編】技術資料（R4.6 版）

においては，基本高水のピーク流量の設定が，計画対象

降雨の降雨量の設定において，「温暖化による将来の降

雨量の増加を反映するため，実績降雨データを用いた確

率統計解析により得られた確率雨量に，気温 2℃上昇時

の降雨量変化倍率（現在気候と将来気候との降雨量の比）

を乗じることで対象降雨の降雨量を定める」との旨を基

本として，記載がなされている４）． 
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一方，長崎県は，県土の多くが半島や離島等で構成さ

れていることから，山や丘陵が海まで迫る急峻な地形で

ある．言い換えれば，県土面積に比較して海岸線が長大

であることから，東シナ海の海水温上昇の影響や，海岸

線まで迫った山岳，丘陵による山岳風上側の空気の強制

上昇効果による強雨発生の影響を受けやすいと考えられ

る５）．また，他県と比べて県土面積が小さいものの，

海域を含めた県域としては，九州本土と同等の大きさを

有することから，長崎県内だけでも様々な降雨特性が存

在するものと考えられる． 

こういった背景の下で，今回，「提言」の内容に基づ

いた上で，気候変動を踏まえた治水計画の検討を行うに

際して必要となる「降雨量変化倍率」について，長崎県

域に着目した検証を試みたので，それらの結果について

報告する． 

 

2. 将来降雨予測データの収集と整理 

 

本検討で対象とする降雨データ（過去実験および将来

気候）については，多数のアンサンブル計算データが整

理され，公表されている．本検討では，国土交通省の検

討にも用いられた d4PDFと d4PDFの 2℃昇温のシナリオ

データ（以下，「d2PDF」と呼ぶ．）（5km，SI-CAT）

を使用することとした３）．これらは，「地球温暖化に

資するアンサンブル気候予測データベース」に収納され

ている d4PDFと d2PDFを SI-CAT６）において，解像度を

20km から 5km へ力学的ダウンスケーリングしたもので

ある．同降雨データを活用することで，地形の解像度が

向上するとともに，治水計画で対象とする台風や前線性

豪雨，集中豪雨等の再現が可能となった．本検討におい

ては，河川計画における外力評価へ使用することを想定

する気温 2℃上昇相当のシナリオに加えて，減災対策を

行うためのリスク評価等に用いることを想定する気温

4℃上昇相当のシナリオ７）での検討も行うことにした． 

計算期間については国土交通省の検討と同様な期間と

し，過去実験（現在気候）が 1980～2011 年までの 30 年

間，将来実験ではd2PDFの場合，2060～2091年までの30

年間，d4PDF では 2081～2110 年までの 30 年間と設定し

た．また，摂動数については，過去実験（現在気候）に

おいて 12 摂動，将来実験において 2 摂動の計算データ

が整理されている．さらに，将来実験においては，海面

水温からトレンド成分を除いたものに，第 5期結合モデ

ル相互比較計画（CMIP5）の主要 6SST モデルに基づく

将来の海面水温変化パターン８）を加えた後に，海面水

温の境界条件として与えている．このようなことから，

データ総年数としては，過去実験（現在気候）で 360年

（30年×12摂動）分，将来実験でも360年（30年×6SST

×2 摂動）分の計算データが公表されており，今回の本

検討においてもこれらのデータを用いることとした

（表-1）．なお，d4PDF と d2PDF は，約 13 ヶ月(7/24 

OOUTM～翌年 8/31 OOUTM)が 1 データセットとなって

おり，8 月のデータが重複していることから，年最大雨

量の抽出には，各年 8月 16日～翌 8月 15日までの 365

日（閏年は 366日）のデータを使用した． 

 

3. 長崎県域おける降雨量変化倍率の算定 

 

(1) 検討条件の比較 

本検討に用いる降雨データは，国土交通省の検討で採

用されたものと同一ではあるものの，降雨量変化倍率の

算定における検討条件については，長崎県の河川計画に

おける時空間スケールを十分に勘案し，長崎県独自で条

件を設定した．表-2に示す通りである． 

a) 解析対象区域 

解析を行う対象範囲の設定について，国土交通省の検

討においては降雨特性を勘案し，かつ一級水系の河川流

域に沿って日本全国を 15 の区域に分割し８），区域毎に

解析および降雨量変化倍率の算定を既に行っている．長

崎県はこの内の「九州北西部」区域に含まれている. 

一方，本検討においては，長崎県域を対象とすること

から，長崎県全域および長崎県内を 10 地区に分けた計

11 の区域において解析および降雨量変化倍率の算定を

試みた．特に，解析対象区域の設定に際しては，従前よ

り長崎県内河川の治水計画等に使用している降雨強度式
９）の適用地区と同様な地区分割を行った．また，本検

討の目的は，長崎県の陸域における最大降雨量を捉える

ことであり，原則として陸域を包括できるセルを抽出し

た．採用した地区分割は，表-3および図-1に示す通りで

ある． 

b) 雨量積算時間 

雨量積算時間（hr）として，国土交通省の検討におい

ては，12 hrs，24 hrs，および 48 hrsを設定している．一方，

本検討においては，長崎県内には中小河川しか存在せず，

河川の流域面積も小さいことから，短時間の降雨も対象 

に含め，県内既往の河川計画で採用されている降雨継続

時間 24 hrsを最大値とした 1 hr，2 hrs，3 hrs，6 hrs，12 hrs， 

および 24 hrsを雨量積算時間として設定した． 

c) 対象雨域面積 

対象雨域面積（km2）は，国土交通省の検討において 

 

表-1  収集した降雨データの概要 
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表-2 検討条件に関する国土交通省と長崎県の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

表-3 本検討で採用した解析対象の地区分割 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 本検討で採用した解析対象の地区分割 

 

は，400 km2，1600 km2，および 3600km2で設定されてい

る．本検討においては，県内で最も大きい 2 級水系

「佐々川」の流域面積 85.98km2より大きな 100km2（4セ

ル）を最大とする 25 km2，50 km2，および 100km2を設定

した． 

d) 年超過確率 

国土交通省の検討の中での年超過確率は，1/100 のみ

を用いている．一方，長崎県による本検討においては，

県内の河川整備計画規模設定として通常用いられてきた

1/30，1/50，および 1/100の年超過確率規模を含み，1/5，

1/10，1/30，1/50，1/100，および 1/200 を年超過確率と設

定した． 

 

(2) 降雨量変化倍率の算定 

設定した検討条件に基づいて，図-2に示すようなフロ

ーチャートに従って，降雨量変化倍率の算定を行ってい

く．特に，降雨量変化倍率の算定は，1)「DAD（雨量-

面積-継続時間）解析による年最大雨量の算定」10)，2)

「水文統計解析による年超過確率雨量の算定」，3)「将

来実験と過去実験の年超過確率雨量から降雨量変化倍率

の算定」の大きく 3段階の工程から構成されている． 

今回の本検討においては，各工程における解析や算定

手法についても検討条件から最適と思われる手法を抽出

して降雨量変化倍率の算定を試みた． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2 降雨量変化倍率の算定に関するフローチャート 

 

(3) DAD解析による年最大雨量の算定 

a)  年最大雨量に関する探索アルゴリズムの比較 

DAD 解析とは，depth（降雨量）-area（流域面積）-

duration（継続時間）の関係を明らかにするものであり，

年最大雨量の探索アルゴリズムには FRM 法（雨量固定

法）およびFEM法（変形面積法）等がある（表-4）． 

国土交通省の検討では，解析対象区域が大きいために，

計算負荷の比較的小さい FRM 法（雨量固定法）を採用

している．しかし，国土交通省で実施された FRM 法で

は対象雨域面積について閾値以上のセルに囲まれる閾値 

 

表-4 年最大雨量の探索アルゴリズムの比較 
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以下のセルも同一雨域として抽出しカウントすることか

ら，理論上，最大値を取れないデータが発生する可能性

がある．このため，解析対象区域の面積が小さい本検討

では，雨域の閾値を設定するのではなく，FEM 法（変

形面積法）を採用して最大雨量となる最大セル数毎の雨

量を求めることとした． 

b)  FRM法による年最大雨量の探索事例 

 雨域面積 100 km2を対象として，降雨の閾値を 100mm

および80mmとした場合を対象に，FRM法による探索の

過程を説明する．なお，d4PDFと d2PDFの解像度は 5km

であることから，4セルに着目して探索を行う． 

［ステップ b-1］； 解析範囲の中で降雨量が最も大き

い 145mm のセルを中心として，周辺の降雨量が 100mm

以上のセルを見い出し，１セル当りの平均雨量を算定す

る（図-3 - ①）． 

［ステップ b-2］； ［ステップ b-1］で取得したセル周 

辺の降雨量が 80mm以上のセルを見い出し，１セル当り

の平均雨量を算定する（図-3 - ②）． 

［ステップ b-3］； 解析範囲の中で降雨量が 2 番目に

大きい 110mmのセルを中心として，［ステップ b-1］お

よび［ステップ b-2］と同様に周辺の降雨量が 100mm以

上，および 80mm以上のセルを見い出し，１セル当りの

平均雨量を算定する．なお，図-3 - ③に示すように，着

目しているセル周辺に降雨量が 80mm以上のセルが存在

しないため，ここで探索を打切る． 

［ステップb-4］； ［ステップb-1］～［ステップb-3］

で取得したセルの１セル当りの平均雨量から，雨域面積

（セル数）と雨量の相関関係式を作成する．さらに，こ

の関係式を用いて雨域面積 100 km2（4セル）に相当する

雨量を算出する．この値が DAD 解析による年最大雨量

となる（図-3 - ④）． 

c)  FEM法による年最大雨量の探索事例 

 FRM 法による探索過程を説明した同様の条件下で，

FEM法による探索の過程を説明する． 

［ステップ c-1］； 解析範囲の中で降雨量が最も大き

い 145mm のセルを中心として周辺のセルから雨量が大

きい 4セル（雨域面積 100 km2）までを見い出し，1セル

当りの平均雨量を算定する（図-4 - ①）． 

［ステップ c-2］； 解析範囲の中で降雨量が 2 番目に

大きい 110mm のセルを中心として，周辺のセルから雨

量が大きい 4 セルまでを見い出し，1 セル当りの平均雨

量を算定する（図-4 - ②）． 

［ステップc-3］； ［ステップc-1］，［ステップc-2］

と同様に解析範囲の中で降雨量が 3番目および 4番目に 

大きいセルを中心として，周辺のセルから雨量が大きい 

4 セルまでを見い出し，1 セル当りの平均雨量を算出す

る．その最大値が DAD 解析による年最大雨量となる

（図-4 - ③）． 

d) 年最大雨量の探索事例‐FRM法とFEM法の比較‐ 

 今回の探索過程に関する事例を対象に，解析対象区域

内で雨量が最も大きくなる隣接する 4セルの 1セル当り

の平均雨量が厳密解として 108.8mm となる（図-5）．と

りわけ，解析対象範囲を長崎県域に絞った本検討におい

ては，計算負荷が比較的大きくなっても，厳密解により

近い値を求めることが可能と考えられる FEM 法に基づ

く解析方法を採用して年最大雨量が算定されることとし

た（表-5）． 

 

(4) 水文統計解析 

DAD 解析により求めた各年最大雨量を用いて水文統

計解析によって，確率年毎の年超過確率雨量を求める． 

 

 

 

図-3 FRM法による探索過程の事例 

 

図-4 FEM法による探索過程の事例 

 

  

表-5 DAD解析の事例に 

おける厳密解との比較 

図-5 DAD解析の事例に

おける厳密解の算出方法 
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年最大雨量を評価するための確率分布は，最大値や最

小値等を対象に統計学的な理論である「極値理論」に基

づく分布形を用いて評価した． 
国土交通省による検討においては，Gumbel分布のみで

評価を行っている８）．一方，本検討においては，Gumbel

分布に加えて，図-6 に示す治水計画の年超過確率雨量

を算定する際に一般的に用いられる極値分布，すなわち，

一般化極値分布や平方根指数型最大値分布も採用した
11）．なお，「提言」に基づく国土交通省による検討結

果に着目すれば，気候変動に伴う降雨量の増加は，SST

（Sea Surface Temperature）の違いによる影響が極めて

大きいこと，一方，摂動はSST毎にあくまで観測誤差よ

りも小さい範囲内で計算サンプル数を増やす目的で与え

られるものであることから，年超過確率雨量の算定は，

SST 毎に算定を行うとともに，影響の小さい摂動につい

ては取り纏めて扱うものとした． 

 
4. 長崎県域における降雨量変化倍率の算定結果 

 

(1) 降雨量変化倍率の定義と算定ケース 

 検討した各ケースの年超過確率雨量から，現在気候と

将来気候（気温 2℃上昇相当，気温 4℃上昇相当）との

比，すなわち，年超過確率雨量に関する（将来気候／現

在気候）の比を降雨量変化倍率と定義し，表-6に示すケ

ースについて，降雨量変化倍率の算定を試みた． 

 

 (2) 降雨量変化倍率の算定結果と考察 

 確率分布毎にグンベル分布(Gum)，一般極値分布(Gev)，

平方根指数型最大分布(Sqrt-ET)およびそれら3分布形の

平均値の4ケースの算定結果については，表および箱ひ

げ図にて示した．特に，SST については 6 ケース

（CC,GF,HA,MI,MP,MR）を対象としており 12），SST に起因

するバラツキは，箱ひげ図によって表示された． 

a) 3分布形平均の県全域での降雨量変化倍率について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-6 年超過確率計算における確率分布形の選定フロー11） 

 表-7 は，d2PDF と d4PDF を対象に国土交通省の検討に

おける「九州北西部」と長崎県全域における降雨量変化

倍率についての平均値と 6SST 毎の平均値の分布幅を示

している．なお，県全域の平均値は，3 分布形平均の値

である． 

 とりわけ，図-7および図-8は，それぞれ気温2℃上昇

相当および気温 4℃上昇相当での長崎県の県全域を含む

各地区の降雨量変化倍率の算定ケースの分布を示してい

る．なお，両図中には，それぞれ「提言」で決定された

降雨量変化倍率1.1倍（気温2℃上昇相当）と1.4倍（気

温4℃上昇相当）を赤実線で表示している． 

 それらの結果に基づけば，3 分布形平均の長崎県全域

における平均的な降雨量変化倍率は，気温 2℃上昇相当

の場合，1.16倍（SST毎の分布幅は1.08～1.24倍）とな

った．一方，「九州北西部」における国土交通省の検討

結果では，SST毎の平均値の分布幅が1.02～1.19倍，そ

の平均値が 1.14 倍となっており，本検討の結果は，国

土交通省の結果よりもわずかに大きな値となっているこ

とが分かった． 

 さらに，気温 4℃上昇相当の場合，長崎県全域におけ

る平均的な降雨量変化倍率は，1.32倍（SST毎の分布幅 

は1.19～1.42倍）となった．「九州北西部」における国

土交通省の検討結果では，SST 毎の平均値の分布が 1.28

～1.44 倍，その平均値が 1.36 倍であることから，気温

2℃上昇相当の場合とは逆に国土交通省の検討結果より

もわずかに小さな値となっている． 

b) 県内の地域別の降雨量変化倍率について 

長崎県内を 10 地区に分けた地域別の平均値に着目す

れば，気温 2℃上昇相当の場合， 1.13～1.20 倍の範囲で

分布しており，地域別のバラツキが見られるものの，

「提言」で設定された 1.1 倍が概ね四分位範囲に収まる

地域が多い． 

 一方，気温4℃上昇相当の場合には，1.29～1.39倍の範

囲で分布しており，「提言」で設定された 1.4倍を下回 

 

表-6 国土交通省と長崎県との降雨量変化倍率の算定ケース 

 

 

 

 

 

 

表-7 国土交通省と長崎県との降雨量変化倍率の算定結果 

（長崎県の値は3分布形平均で，県全域の平均値である．） 
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図-7 長崎県における降雨量変化倍率の分布（気温2℃上昇 

相当；3分布形平均，1/5～/200平均，6SSTの分布） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-8 長崎県における降雨量変化倍率の分布（気温4℃上昇 

相当；3分布形平均，1/5～/200平均，6SSTの分布） 

 

った分布となっている． 

c) 降雨量変化倍率に関わる要素毎の感度分析について 

a)で算定した長崎県全域における 2℃上昇相当の降雨

量変化倍率1.16倍は，解析条件に違いがあるものの，国

土交通省が決定した 1.1 倍（「九州北西部」は 1.14倍）

に基づけば，わずかに大きな値となっている． 

両者の相違要因を明らかにするため，気温 2℃上昇相

当を対象に降雨量変化倍率の算定に係る各要素（生起確

率規模，対象雨域面積（セル数）と雨量積算時間）の条

件を変えた場合の降雨量変化倍率を算出し，それぞれの

要素に関する感度分析を行った．その結果を表-8 に示

している． 

 「生起確率規模（年）」については，基本ケースであ

る1/5～1/200までの生起確率による計算と県内の河川整

備計画で通常用いられる生起確率規模の 1/30,1/50 およ

び 1/100 に絞って感度分析を行った場合とでは，降雨量

変化倍率に大きな変化を確認できない．さらに，「対象

雨域面積（セル数）」についても，感度分析により

25km2（1セル），50km2（2セル）および100km2（4セル）

それぞれの対象雨域面積（セル数）毎の計算結果に基づ

いて降雨量変化倍率を算定したが，対象雨域面積の大小

による有意な相違傾向は認められなかった． 

一方，「雨量積算時間（hr）」は，1～24hrsでの計算

結果を集計した基本ケースによる降雨量変化倍率と，各

雨量積算時間のみでの感度分析の結果により降雨量変化

倍率を算定した場合とでは，1hr，2hrs，および 3hrs の

短時間に比べて，6hrs，12hrsおよび24hrsの長時間下で

の降雨量変化倍率の方が大きい傾向は認められた． 

なお，このような結果は，図-9 に示すような国土交

通省の検討における「九州北西部」の解析結果８）にお

いても同様の傾向が見られるため，雨量積算時間がその

両者の降雨量変化倍率の相違要因とは考えにくい．  

 

5. まとめと今後の検討 

 

 本検討においては，長崎県域の時空間スケールを勘案

して，県独自の各種検討条件および解析法や算定手法を

採用するとともに，相当のサンプル数に基づき降雨量変

化倍率の算定を行った．すなわち，気温 2℃上昇相当に 

おいてバラツキが認められるものの，1.16倍と国土交通

省の検討結果（九州北西部 1.14 倍）よりもわずかに大

きい値となった．一方，気温 4℃上昇相当において 1.32

倍と国土交通省の検討結果（九州北西部 1.36 倍）より

もわずかに小さい結果となった． 

 今後は，本検討の結果に基づき，「小スケールにお

ける気候変動予測は不確実性が大きくなる．」との指摘
13)や「都道府県レベル等ある程度の広がりを持つ領域を 

 

表-8 降雨量変化倍率に関する要素毎の感度分析の結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-9 国土交通省の検討における降雨継続時間による降雨量変

化倍率の分布（気温2℃上昇相当）８） 

 

～～

～～

土木学会論文集, Vol. 81, No. 16, 24-16133, 2025.

6



 

  

対象として結果を解釈する必要がある．」との報告 14)な

ども踏まえて，降雨量変化倍率を治水計画に導入するこ

とによる県内河川改修事業への影響も精査した上で，長

崎県の治水計画に採用する降雨量変化倍率を設定すると

ともに，気候変動の影響を踏まえた治水計画に関する基

本方針を定めていく所存である． 
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VERIFICATION ON THE RATE OF CHANGE IN HEAVY RAINFALL INTENSITY 

CONSIDERING SPATIOTEMPORAL SCALES IN NAGASAKI PREFECTURE 
 

Kenta HIROSE, Yasuo INOUE, Ryosuke SAKATA, Taishi BABA, 
Mamoru YOSHIDA and Akihide TADA 

 
Nagasaki Prefecture, located at the northwestern end of Kyushu, is more prone to localized heavy rainfall 

than other areas because it is strongly affected by rising sea surface temperatures in the East China Sea due 
to climate change. Therefore, we attempted to verify the “rate of change in heavy rainfall intensity”, which 
in necessary to consider flood control planning based on climate change, focusing on the Nagasaki Prefec-
ture’s area. In addition to applying the rainfall data used in the study conducted by the Ministry of Land, 
Infrastructure, Transport and Tourism (Hereafter, the abbreviation "MLIT" will be used.), the study condi-
tions were set based on the study conducted by the MLIT, taking into account the spatiotemporal scales of 
Nagasaki Prefecture. The results showed that the value for a 2°C rise in temperature was 1.16 times higher 
than the result of the MLIT’s study (1.14 times for the northwestern part of Kyushu reigon). On the other 
hand, the result for a 4°C rise in temperature was 1.32 times, which was slightly smaller than the result of 
the study conducted by the MLIT (1.36 times for the northwestern part of Kyushu region). 
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